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場所打ちコンクリート杭に用いる鉄筋の過密化対策として，杭体の主筋に 685N/mm2 級や 590N/mm2 級の

高強度鉄筋を適用させた．そのため，安定液に浸漬された高強度鉄筋のコンクリートとの付着性能を確認

するために鉄筋の引抜き試験を実施した．また，安定液に浸漬された高強度鉄筋同士の重ね継手の力学的

性能を把握するために重ね継手を有する鉄筋の引抜き試験を実施した．最後に，高強度鉄筋を用いた場所

打ちコンクリート杭の構造性能を把握するために杭体の構造実験を実施した．その結果，全試験体とも軸

力保持性能と靭性能を保持していることを確認した．
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高強度鉄筋を使用した場所打ちコンクリート杭の開発
ー杭主筋の過密配筋を解消して

場所打ちコンクリート杭の品質を確保ー

２．試験で使用する安定液

２．１　安定液の作成

表- 1に鉄筋の引抜き試験，重ね継手試験で使用した

安定液と模擬土の配合と鉄筋を 24 時間浸漬させた後の

安定液の試験結果を示す．本試験では，事前に実施した

付着強度試験結果 1）より，平均付着応力度が最も小さく

なった安定液の配合を採用し，浸漬時間は 24 時間とし

た．また，模擬土は，安定液の転用泥水を模擬的に作成

するために混入し，砂分率 5% とした．安定液は比重の

一般的な管理値上限相当の模擬転用泥水となるように，

模擬土配合を調整して比重調整を行った．その結果，安

定液の比重は 1.15 となった．これは，一般的な悪条件

下での安定液と転用後の高比重安定液を同時に模擬した

安定液である．

表- 1　安定液・模擬土の配合と安定液試験結果

２．２　試験体の製作

（1）鉄筋の引抜き試験の試験体

試験体は鉄筋の安定液への浸漬を考慮して以下の手順

で製作した．

①�　表- 1の配合の安定液を塩ビ管内に充填して，その

中に鉄筋を 24 時間浸漬させる（写真- 1）．

１.はじめに

場所打ちコンクリート杭は，近年の高支持力化に対応

するために，コンクリートの高強度化および主筋量を増

加させる傾向にある．主筋量を増加させる場合，杭主筋，

柱主筋および基礎梁主筋との干渉や，過密鉄筋によるコ

ンクリートの充填不良が懸念される．そのため，鉄筋の

過密化対策として，杭体の主筋に 685N/mm2 級や 590N/

mm2 級の鉄筋（以下，高強度鉄筋）を用いる手法の適用

性を確認する．

場所打ちコンクリート杭は安定液に満たされた掘削孔

内に鉄筋かごを建て込み，その後，コンクリートを打設

することで築造される．よって，安定液に浸漬された状

況下における高強度鉄筋とコンクリートの付着性能を確

認する必要がある．本報では，場所打ちコンクリート杭

に高強度鉄筋を適用させるため，安定液に浸漬された高

強度鉄筋が引張降伏するまでのコンクリートとの付着性

能を確認するための定着長さを十分に確保した鉄筋の引

抜き試験について報告する．また，安定液に浸漬された

高強度鉄筋同士の重ね継手の力学的性能を把握するため

の重ね継手を有する鉄筋の引抜き試験（以下，重ね継手

試験）について報告する．最後に，高強度鉄筋を用いた

場所打ちコンクリート杭の構造性能を把握するための杭

体の構造実験について報告する．構造実験は事前に実施

した鉄筋の引抜き試験の結果より，鉄筋の安定液への浸

漬の影響がないことを確認した上で，安定液を使用せず

に実施した．



2

安藤ハザマ研究年報 Vol.12 2024

表- 2に鉄筋の引抜き試験のケースを示す．コンク

リートの計画強度 ＝ 30N/mm2，60N/mm2 を対象に安定液

の浸漬あり・浸漬なしで比較する．鉄筋のひずみ分布を

確認するために， ＝ 30N/mm2 ではひずみゲージを貼付

した．定着長さは 規準 2）より算出した定着長さとした．

表- 2　鉄筋の引抜き試験ケース

３．２　鉄筋の引抜き試験の材料試験結果

使用した鉄筋（USD685，D32）とコンクリートの材料

試験結果を表- 3，表- 4に示す．計画強度 30N/mm2 の

コンクリートは，試験体 B-30-52d-G，30-52d-G で使用し，

計画強度 60N/mm2 のコンクリートのうち，No.2 は試験体

B-60-36d，No.3 は試験体 60-36d で使用した．

表- 3　鉄筋の材料試験結果

表- 4　コンクリートの材料試験結果

３．３　鉄筋の引抜き試験の加力方法・計測方法

図- 2に加力装置図を示す．フレーム内の反力床上に

下部治具，試験体を設置し，総ねじ PC 鋼棒により反力

床と固定した．載荷端側の鉄筋はジャッキに設置した上

部治具と固定し，引張加力を実施した．加力は荷重制御

とし，既往研究 3）を参考に，長期許容応力度の 1.5 倍（195

× 1.5=292.5N/mm2）を 2 回，規格降伏強度の 95%（685

× 0.95=650.8N/mm2）を 2 回繰り返し載荷した後，引張

強度の 95% 程度まで単調引張載荷とした．なお，引張強

度は表- 3に示す鉄筋の材料試験結果とした．

図- 3に計測位置を示す．載荷端側のコンクリート面

から 150mm の位置に設置した変位計により鉄筋の抜け出

し量を計測した．また，自由端側の鉄筋端部に反力床か

②　浸漬後，鉄筋を取り出し，型枠に固定する．

③�　付着したベントナイトが落ちないように留意してコ

ンクリート打設する．

④　型枠脱型し，養生する．

（2）重ね継手試験の試験体

重ね継手試験に使用する鉄筋も安定液への浸漬を考慮

して作成した．試験体作成の都合により，試験体は安定

液を直接型枠内に充填した．

①�　表- 1の配合の安定液を型枠内に充填し，型枠内に

固定した鉄筋を浸漬させる．型枠内面はフィルムで養

生し，排出時に安定液が極力型枠内面に残らないよう

にする．

②　24時間後，型枠底面の排水口より安定液を排出する．

③�　付着したベントナイトが落ちないように留意してコ

ンクリート打設する．

④　型枠脱型し，養生する．

３．鉄筋の引抜き試験

３．１　鉄筋の引抜き試験の概要

図- 1に鉄筋の引抜き試験で用いた試験体の一例を示

す．載荷端近傍の付着劣化の影響を避けるため，コンク

リート上端から鉄筋径の約 10 倍の範囲を付着除去区間

とした．

写真- 1　鉄筋の安定液への浸漬状況

図- 1　鉄筋の引抜き試験で用いた試験体の一例
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ら変位計を設置し，鉄筋とコンクリートとのすべり量を

計測した．なお，すべり量は反力床から計測しているた

め，試験体と反力床を固定しているゲビンデの伸び等も

計測値に含まれる．定着区間のひずみゲージは，上部は

5 （ ：鉄筋径）間隔で，下部は 10 間隔で貼付した．

なお，1か所につき 2枚のひずみゲージを貼付した．

図- 2　加力装置図 図- 3　計測位置

３．４　鉄筋の引抜き試験結果

各試験体について，図- 4に鉄筋応力度－抜け出し量

関係を示す．なお，鉄筋応力度は式（1）により算出した．

どの試験体も，鉄筋の引張降伏後，鉄筋のひずみ硬化に

伴う応力上昇が確認され，引張強度の 95% まで鉄筋応力

度は低下しなかった．また，弾性範囲内の繰り返しによ

る耐力低下はなかった．よって，コンクリート強度に関

わらず，安定液による影響は見られなかった．

�

ここに， は鉄筋応力度（N/mm2），はジャッキ荷重（N），

は鉄筋の公称断面積（mm2）である．

各試験体について，図- 5に鉄筋のすべり量／抜け出

し量－抜け出し量関係を示す．コンクリート強度や鉄筋

の浸漬有無に関わらず，抜け出し量が増大するにつれて

すべり量／抜け出し量は 0% に収束し，引張強度の 95%

まで加力しても鉄筋のすべりはほぼ生じなかった．

図- 6 に定着区間にひずみゲージを貼付した B-30-

52d-G（安定液浸漬あり）と 30-52d-G（安定液浸漬なし）

のひずみ分布を示す．

安定液の浸漬有無に関わらず，同様なひずみ分布を示

した．また，自由端側のコンクリート面より 11 の範囲

は，引張強度の 95% まで加力しても，ひずみがほぼ生じ

ておらず，鉄筋はすべり出していなかった．

図- 4 鉄筋応力度－抜け出し量関係

図- 5　すべり量／抜け出し量－抜け出し量関係

図- 6　ひずみ分布
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表- 6　鉄筋の材料試験結果

表- 7　コンクリートの材料試験結果

４．３　加力 ･計測方法

加力状況，および本報で試験結果として示す計測器具

の位置関係を図- 8に示す．

試験体は，反力床に固定した下部治具に載せ，反力床

側に突出させている鉄筋を下部治具に設けた穴に通して

固定している．ジャッキ側に突出させている鉄筋（以降，

ジャッキ側鉄筋と称す）は，ジャッキの先端に取り付け

た上部治具に固定して，2 本の鉄筋を同時に引張加力す

る方法とした．また，加力スケジュールは，鉄筋の引抜

き試験と同様に既往論文 3）を参考に計画した．

荷重は，ジャッキの荷重計により 2 本の鉄筋に作用す

る引張荷重を計測した．鉄筋の変位は，試験体コンクリー

ト側面を不動点とし，計測治具を介して設置した変位計

（名称 D7 ～ D10）によりコンクリートとジャッキ側鉄筋

の相対変位（以降，抜け出し量と称す）を計測した．抜

け出し量は，コンクリート上端から 50mm の位置で，

ジャッキ側鉄筋 1 本あたり 2 箇所計測している．重ね継

手部分の鉄筋のひずみは，2 体の試験体のみひずみゲー

ジを貼付して計測した．ひずみゲージの位置関係は，後

述の図- 12，図- 13に示す．

４．重ね継手試験

４．１　重ね継手試験の概要

図- 7に重ね継手試験で用いた試験体の一例を示す．

試験体は載荷時の偏心による影響を抑えるために 2 組の

鉄筋を同時に引張載荷した．鉄筋は試験体全長でラップ

させ，載荷端近傍の付着劣化の影響を避けるため，コン

クリート上下端から鉄筋径の約 10 倍の範囲を付着除去

区間とした．

表- 5に重ね継手試験のケースを示す．コンクリート

の計画強度 ＝ 30N/mm2，60N/mm2 を対象に安定液の浸漬

あり・浸漬なしで比較する．鉄筋のひずみ分布を確認す

るために， ＝ 30N/mm2，60N/mm2 ともにひずみゲージを

貼付した．重ね継手長さは基本的に引抜き試験と同様に

規準 2）により算出し，重ね継手長さ 40 は基礎部材

の強度と変形性能 4）を参照した．

図- 7　重ね継手試験で用いた試験体の一例

表- 5　重ね継手試験ケース

４．２　重ね継手試験の材料試験結果

試験体に使用した鉄筋の材料試験結果を表- 6に，コ

ンクリートの材料試験結果（重ね継手試験期間中の平均

値）を表- 7に示す．

図- 8　加力状況 ･計測器具
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４．５　試験前後の状況

試験前後の状況を写真- 2 に示す．試験体上面（写

真- 2（a），（b））では，全試験体でジャッキ側鉄筋が

抜け出していることが確認できた．一方，試験体下面（写

真- 2（c），（d））では，加力前にジャッキ側鉄筋を試

験体下面からも突出させていたが，J-B-30-40d（写真- 2

（d））のみ加力後には，ジャッキ側鉄筋の片方がコンク

リート内に引き込まれている状態が確認された．その他

の試験体は写真- 2（c）に示す通り，試験前後で変化

は見られなかった．なお，いずれの試験体もコンクリー

ト面に損傷は確認されなかった．

写真- 2　試験前後の状況

４.６　重ね継手部分の鉄筋のひずみ分布

2 体の試験体について，サイクルピーク時の鉄筋のひ

ずみ分布を図- 12，図- 13に示す．図より荷重が大き

くなるにつれて，ひずみの生じる範囲がジャッキ側鉄筋

では上端から，反対側の鉄筋では下端から進展していく

ことが確認できる．なお，規格降伏強度の 95％相当以

降の荷重においても，微小なひずみの部分が両側の鉄筋

に存在することから，安全側の重ね継手長さであること

が言える．

５．杭体の構造実験

５．１　実験概要

杭体の構造実験では，軸力保持性能と靭性能を保持で

きるか確認し，高強度鉄筋であっても従来の設計手法が

適用可能であるか確認する．図- 14に試験体形状を示す．

試験体は上下対称にスタブ（奥行き 1,600mm）を有し，

試験体形状は同一である．杭径 Dは 600mm，試験区間（杭

体）は内法高さ 2,700mm（せん断スパン比 1.35）であり，

４．４　鉄筋応力度－抜け出し量関係の比較

J-B-30-55d を標準とした鉄筋応力度－抜け出し量関

係の比較を図- 9～図- 11に示す．鉄筋応力度はジャッ

キ荷重を鉄筋の公称断面積の合計で除した値，抜け出し

量は 2箇所の計測値の相加平均値とした．

図- 9より，安定液浸漬の有無に関わらず，規格降伏

強度を超えて引張強度の 95％相当まで荷重を保持して

いる．図- 10より，コンクリート強度が異なる場合も

それに応じて設定した重ね継手長さにより，規格降伏強

度を超えて引張強度の 95％相当まで荷重を保持してい

る．図- 11より，J-B-30-40d は引張強度の 95％相当の

荷重の直前で片方の鉄筋が急激に抜け出したが，設計で

使用する規格降伏強度相当では荷重を保持し継手性能を

有していることを確認した．

図- 9　安定液浸漬有無による比較

図- 10　重ね継手長さによる比較

（コンクリート強度違い）

図- 11　重ね継手長さによる比較

（コンクリート強度同じ）



6

安藤ハザマ研究年報 Vol.12 2024

No.1 ～ No.4 は，基礎部材の強度と変形性能 4）を参考に

軸力比 ＝ -0.1（引張軸力 944kN）～軸力比 ＝ 0.4（圧

縮軸力 6,379kN）を杭体に作用させた．No.1 ～ No.3，

No.5 の杭体のコンクリート設計基準強度 は高強度鉄筋

との強度バランスが比較的悪い ＝ 30N/mm2 とし，No.4

は基礎部材の強度と変形性能 4）なる ＝ 60N/mm2 として，

主筋との強度バランスが良くなるように設定した．No.5

は適用範囲外となる ＝ -0.2（引張軸力 1,880kN）とし，

主筋比を ＝ 1.82% と増加させた．主筋は竹節鉄筋（実

降伏強度σy ＝ 748N/mm2）を用いた．また，せん断補強

杭体はスタブ内に 80mm 埋込んでいる．主筋はスタブ上

下端部まで定着した．なお，鉄筋の引抜き試験の結果よ

り，安定液の有無が鉄筋とコンクリートの付着性能に与

える影響はほぼないことを確認したので杭体の構造実験

は，試験体の製作精度を確保するために安定液は使用し

ていない．表- 8に試験体諸元を示し，表- 9に実験で

使用したコンクリートと鉄筋の材料試験結果を示す．試

験体は合計 5 体あり，主なパラメータは軸力とした．

図- 12　J-B-30-55d-G のひずみ分布

図- 13　J-B-60-38d-G ひずみ分布

図- 14　試験体形状（単位：mm）

表- 8　試験体諸元

表- 9　材料試験結果
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＝ 4.0％で最外端（引張側）の主筋が破断し曲げモー

メントが低下したが，高圧縮軸力下においても良好な靭

性能を発揮できている．引張軸力を作用させた No.5 は

軸力導入時に杭体に引張力が作用するため，円周方向に

連続的なひび割れが発生した． ＝ 0.7％で外端主筋が

引張降伏し， ＝ 1.5％で外端主筋の圧縮降伏およびせ

ん断ひび割れが発生し，以降は曲げモーメントは緩やか

に増加し， ＝ 5.0％においても曲げモーメントの低下

を確認することができなかった．また，主筋の付着割裂

破壊と思われる損傷は確認されなかった．

図- 17に杭体の軸方向変位量 と部材変形角 の関係

を示す．全試験体とも載荷中に軸力保持性能の喪失は確

認されなかった．No.1（ ＝ -0.1）は主筋の降伏後，

No.3（ ＝ 0.4）はせん断補強筋降伏後に が増加するが

その変位量は微小であり載荷中の軸力保持性能の喪失は

確認されなかった．No.4（ ＝ 0.4）は脚部の主筋が降伏

した後に試験体が縮む方向に が急増した．No.5（

＝ -0.2）は主筋の引張降伏後に主筋の伸びに応じて試

験体が伸びる方向に が急増する傾向が見られた．

写真- 3に各試験体の最終破壊状況を示す．杭端部

1.0D（D：杭径 600mm）区間に損傷が集中している．No.1

は主筋の引張降伏に伴う曲げひび割れが卓越し，No.2 お

よび No.3 はカバーコンクリートが剥落しており，特に

No.3 は主筋に座屈が生じていた．No.4 は杭外端脚部の

コンクリートが圧壊した上，引張側（写真中左側）最外

端の主筋が破断していることを確認した．No.5 は主筋

の降伏に伴う曲げひび割れおよび杭頭接合面の抜け出し

が卓越している．

５．３　曲げモーメント－部材変形角関係の比較

図- 18に各試験体の曲げモーメント と部材変形角

の関係を包絡線として示す．

圧縮軸力時の No.2，3，4 では，コンクリート強度 ，

軸力比の大きい No.4（ ＝ 0.4）の方が微小変形時の傾

きは若干大きくなったが明確な差はない． ＝ 30N/mm2

の No.2，3 はほぼ同じ部材変形角（ ＝ 0.25%）で曲げ

ひび割れが発生し，コンクリート強度が高く圧縮軸力が

No.3 の 2倍である No.4 は No2，3の約 2倍の部材変形角 

（ ＝ 0.45%）で曲げひび割れが生じた．曲げひび割れ発

生後，No.2，3 は傾きが減少するものの， は増加した

のに対し，No.4 は曲げひび割れ発生直後にかぶり部分

のコンクリートが圧壊，剥離した．軸力比の大きい No.3

（ ＝ 0.4）は R=0.75% でかぶりコンクリートが圧壊し最

大 に達したが，No.2（ ＝ 0.2）は約 2倍の部材変形角（

筋はスパイラル状の高強度せん断補強筋を使用し，杭体

のせん断破壊および主筋部の付着割裂破壊が先行しない

ように計画した．

図- 15に載荷装置概要を示す．加力方法は建研式加

力として，上下スタブを平行に保つように 2 台の軸力

ジャッキを制御し一定軸力を与えながら，杭体中央を反

曲点とした逆対称モーメントが生じるようせん断力を与

えた．

加力サイクルは部材変形角 （杭体端部間の水平変位

／試験区間長 ＝ 2,700mm）で制御し± 0.125% を 1 サイ

クル，それ以降は± 0.25%，± 0.50%，± 0.75%，± 1.0%，

± 1.5%， ± 2.0%， ± 3.0%， ± 4.0% は 2 サ イ ク ル，

+5.0％（正側）で片押しした後，除荷して実験を終了し

た．表- 9に材料試験結果を示す．

図- 15　載荷装置概要

５．２　実験結果

図- 16に杭体脚部の曲げモーメント －部材変形角

関係を示す．損傷状況を併せて図中に記載しており，曲

げモーメントは軸力による付加曲げ（ － 効果）を考慮

している．引張軸力を作用させた No.1 は軸力導入時に

ひび割れが発生し， ＝ 0.7％と早い段階で外端の主筋

が引張降伏した．その後せん断ひび割れが発生し， ＝

1.5％以降はほぼ横ばいで値が推移する．圧縮軸力を作

用させた No.2 および No.3 は ＝ 0.25％でひび割れが発

生し剛性低下が生じた後最外縁のコンクリートの圧壊

（目視により確認）により最大耐力に到達した．最大耐

力以降 No.2（ ＝ 0.2）はモーメントが低下するが，

No.3（ ＝ 0.4）は高圧縮軸力下であるにもかかわらずほ

ぼ横ばいで推移し，両者に差が見られた．No.3 はせん

断補強筋が降伏した ＝ 2% 以降に耐力が低下しており，

主筋とせん断補強筋の組み合わせにより構造性能に及ぼ

す影響が大きいことが示唆された．圧縮軸力を作用させ

たNo.4は ＝0.5％で杭体脚部に曲げひび割れが発生し，

剛性低下が生じる． ＝ 0.7% 付近で脚部のコンクリート

が圧壊するが耐力は低下せず，ほぼ横ばいに推移する．
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図- 16　曲げモーメント M－部材変形角 R関係

図- 17　軸方向変位量δN －部材変形角 R関係
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写真- 3　最終破壊状況（杭下端部）

図- 18　曲げモーメント－部材変形角関係

図- 19　せん断ひずみ－部材変形角関係
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ではせん断補強筋のひずみは概ね小さい値を推移してい

るが，それ以降でひずみが急増する傾向を示した．No.2

は圧壊前にひずみが増加するが，降伏には至らなかった．

引張軸力の No.1，5 は主筋引張降伏が生じた =1.0％以

降にひずみが増加しているが，概ね の増加が緩やかに

なる部材変形角に対応した．

５．５　解析値との比較

曲げモーメント と曲率 の関係を用いて実験結果と

解析の比較を行った．実験結果における曲率は杭脚部か

ら 1D 区間の変位計により算定した．曲げモーメントは

杭脚部の値を用いた．解析は杭の曲げ評価に用いられて

いる平面保持を仮定した断面解析 4）とした．算定に用い

た材料定数は表- 9の材料試験結果を用いた．断面解析

を実施するにあたって主筋およびコンクリートの応力－

ひずみ関係はバイリニア（弾完全塑性型）とし，コンク

リートの引張強度はゼロとした．限界ひずみはコンク

リートを 3000 （圧縮側），主筋を 10,000 とし限界ひ

ずみに到達した時点で計算を終了した．図- 20に曲げ

モーメント－曲率関係を示す．解析値は最大 までの傾

向はある程度の対応を示したが，最大 はいずれも実験

値より小さくなった．これは，主筋内側のコンクリート

の拘束効果やせん断補強筋量の影響などを考慮していな

いことが要因と考えられる．以上より，高強度鉄筋であっ

ても最大曲げモーメント発生までの挙動は一般的な断面

解析手法で評価可能であり，基礎指針 5）での終局限界強

度までの設計が可能であることを確認できた．ただし，

それ以降の大変形までの変形性能を評価するためには，

せん断補強筋量や鉄筋の繰り返し性能が変形性能に与え

る影響などを明確にする必要がある．

＝ 1.5%）でかぶりコンクリートの圧壊，最大 に達した．

最大 に達した後は，No.3，4 は主筋が圧縮，引張降伏

しても大変形（それぞれ ＝ 3.0%，4.0%）まで の急激

な低下は見られなかったが，No.2 は直後に主筋が引張

降伏し が低下した．この傾向はせん断補強筋比の大小

関係と一致しており，最大 到達後の変形性能にはせん

断補強筋の影響が大きいことを示唆している．

引張軸力時の No.1，5 では，微小変形時の傾きは圧縮

軸力時と同様に明確な差はないが，圧縮軸力時の傾きの

15％程度となり顕著に減少した．主筋の引張降伏は，両

試験体とも =0.7% で生じた．No.1 は主筋の引張降伏後

に の増加が緩やかになり， =0.15% 程度で最大となる

が，No.5 は引張降伏後も は増加した．最大 は No.5 の

方が No.1 より 1.8 倍程度大きいが，これは主筋量が多

いためである．最大 到達後はNo.1は一定の値を保持し，

＝ 4.0% 以降低下した．一方 No.5 は主筋の圧縮降伏後

も緩やかな上昇を見せた．これは圧縮軸力時と同様に

No.5 のせん断補強筋が他の試験体に比べて多いことが

原因と考えられる．また，引張軸力の No.1 と圧縮軸力

の No.2 は主筋量，せん断補強筋量が同じであるにもか

かわらず大変形領域での挙動に違いがあり，軸力も影響

していることを示す結果となった．

５．４　せん断補強筋のひずみ

図- 19にせん断補強筋のひずみと部材変形角の関係

を示す．ひずみはせん断補強筋に円周方向に貼付したひ

ずみゲージにより計測しており（図- 14に図示），試験

体の高さ方向 3 箇所および円周上の 3 箇所の位置に貼付

し，杭脚部から 150mm（0.25 ， ：杭径 600mm）の載荷

直交方向の計測値を用いた．No.3，4はかぶりコンクリー

トが圧壊した部材変形角（それぞれ R=0.75，0.60%）ま

図- 20　実験と解析の比較
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場所打ちコンクリート杭に用いる鉄筋の過密化対策と

して，杭体の主筋に 685N/mm2 級や 590N/mm2 級の高強度

鉄筋を適用させた．そのため，鉄筋の引抜き試験，重ね

継手試験ならびに杭体の構造実験を行い，以下の結果を

得た．

（1）�鉄筋の引抜き試験より，コンクリート強度や鉄筋の

安定液への浸漬有無に関わらず，規格降伏強度を超

えて引張強度の 95% まで加力しても鉄筋のすべりは

ほぼ生じなかった．実施した全試験体について安全

側の定着長さであることを確認した．

（2）�重ね継手試験より，コンクリート強度や安定液への

浸漬有無に関わらず，規格降伏強度を超えて引張強

度の 95％まで荷重を保持できた．実施した全試験

体について安全側の重ね継手長さであることを確認

した．

（3）�杭体の構造実験より，全試験体とも軸力保持性能と

靭性能を保持していることを確認した．また，高強

度鉄筋であっても最大曲げモーメント発生までの挙

動は一般的な断面解析手法で評価可能であり，基礎

指針での終局限界強度までの設計が可能であること

を確認した．

（4）�今後，最大曲げモーメント発生以後の大変形までの

変形性能を期待する設計を行う場合は主筋の座屈や

破断等のメカニズムの評価や，せん断補強筋量や鉄

筋の繰り返し荷重が変形性能に与える影響を評価す

る必要がある．

Development of cast-in-place concrete pile with high-strength longitudinal reinforcement
- Eliminate overcrowded reinforcement of pile main bars to ensure the quality of cast-in-place 

concrete piles -

Kiyotaka MORI

This paper is a report the overcrowded reinforcement of pile main bars to ensure the quality of cast-
in-place concrete piles. As a countermeasure against overcrowding cast-in-place concrete piles with 
high-strength longitudinal reinforcing bars of 685 N/mm2 and 590 N/mm2 were applied to the main 
bars of the pile bodies. At first, a pullout test was performed to confirm the bond performance of the 
high-strength longitudinal reinforcing bars and concrete in the stabilizing slurry. Next, a pullout test 
of reinforcing bars with lap joints was performed to confirm the mechanical performance of the lap 
joints between high-strength longitudinal reinforcing bars and concrete in the stabilizing slurry.  
Lastly, structural performance under high axial force was performed to confirm the structural 
performance of cast-in-place concrete piles with high-strength longitudinal reinforcement.


